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要 望 項 目  要   望   の   要   旨 

１ 

新型コロナウイル

ス感染症対策 

 

 

新型コロナウイル

ス感染症対応地方

創生臨時交付金の

指定都市への増額 

 

新型コロナウイルス感染症の影響から市民生活を守り、

感染拡大防止と地域経済回復の両立を図っていくために

は、行政からの支援が不可欠です。 

 

新型コロナウイルス感染症の影響は今後も続くと見込ま

れており、感染拡大防止のための医療提供体制の堅持や、

これまでの度重なる休業要請や営業時間短縮要請等の措置

により未曾有の厳しい経営環境が続く中小事業者、飲食、

観光事業者等への支援など、感染拡大防止及び地域経済回

復の両施策を今後も継続して行っていく必要があります。 

一方で、令和３年度の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金は、「協力推進枠」や「事業者支援分」

など都道府県向けの交付金は大幅に拡充したものの、市町

村向け交付金の増額はあまりなされていません。 

今後も地域住民や事業者等に寄り添い、地域の実情に応

じて柔軟かつ機動的な対応を図っていくためには、当該交

付金の追加が不可欠です。 

こうした事情を踏まえ、以下の事項に特段のご配慮をお

願いいたします。 

 

１ 今後、国が編成する補正予算や令和４年度当初予算に

おいて、令和３年度及び４年度に市民生活や地域経済を

守るために必要とされる額の財政措置を確実に行うこと 

２ 当該交付金の増額に当たっては、各圏域の社会経済活

動の中心であり、住民により身近できめ細やかなニーズ

を把握できる指定都市に対してより重点的に配分するこ

と 

 



要 望 項 目 要   望   の   要   旨 

新型コロナウイル

ス感染症対策に伴

う医療体制の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護人材の確保・

定着に向けた更な

る支援 

 

 

 

 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の患者を受入れている医療機

関においては、多くの一般病床を休止・転用し、陽性患者

用の病床を確保しています。また、通常より多くの医療資

源を投入し、感染防止対策を講じつつ、陽性患者や疑似症

患者の対応を行うなど、医療提供体制には大きな負荷がか

かっています。 

また、市民に身近な診療所においても、発熱患者等に対

応するため、一般の患者とは別の診療時間や場所での診

療・検査を余儀なくされており、地域医療を維持していく

ためにも、経営の下支えが必要な状況です。 

こうした事情を踏まえ、以下の事項に特段のご配慮をお

願いいたします。 

 

１ 「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医

療分）」等の補助事業による経営悪化に対する直接の支

援措置を継続すること 

２ 感染症治療後の回復した患者の転院先となる後方支援

医療機関の確保のための補助事業の実施や、新型コロナ

ウイルス感染者と医療機関に係る業務全般を一手に担っ

ている保健所の業務負荷軽減のため、国の新型コロナウ

イルス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-

SYS）等の更なる改良など、効率的な業務執行への支援

を行うこと 

３ 治療薬を早期に開発するとともに、ワクチンの安定し

た供給体制を確立すること 

 

介護施設等においては、慢性的に人材の不足感が生じて

いますが、感染防止対策等による業務量増加により、その

深刻さが増しています。更に、職員が感染等した場合、人

材の不足感は一層増すこととなります。 

介護の現場において安心して働くことができ、介護職員 

の確保・定着に繋げるための継続的な支援として、感染症 

対策としての環境改善を要件とした介護職員処遇改善加算

の更なる拡充は必要不可欠です。 

 



要 望 項 目 要   望   の   要   旨 

新型コロナウイル

ス感染症対策にか

かる保育所、幼稚

園、放課後児童ク

ラブへの継続的な

支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親世帯等へ

の支援制度の充実 

・強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 幼稚園、保育所、放課後児童クラブでは、子どもを安

全・安心に受け入れるため、日々の消毒作業等を徹底して

行うなど、継続的に事業が実施できるよう感染拡大防止策

に取り組んでいます。 

 新型コロナウイルス感染症が収束するまでは、各施設等

における徹底した感染防止策が何よりも重要であり、その

ためには、マスクや消毒液、空気清浄機などの感染拡大防

止資器材、日々の消毒などに関する業務に必要な手当（か

かり増し経費）等の確保が不可欠です。 

 また、長期化するコロナ過では、幼児教育・保育、子育

て支援の質を維持するため、事務処理の効率化、オンライ

ンによる職員研修や家庭との連絡等、「新たな日常」への

対応としてのＩＣＴ環境を更に整備していく必要がありま

す。 

 こうした事情を踏まえ、以下の事項に特段のご配慮をお

願いいたします。 

 

１ 保育所及び放課後児童クラブにおける感染症対策及び

ＩＣＴ整備に対する国の財政支援を継続すること 

２ 幼稚園についても同様に、感染症対策及びＩＣＴ整備

に対し、県を通じた国の財政支援を継続すること 

 

 ひとり親世帯等（住民税非課税のふたり親世帯を含む） 

においては、新型コロナウイルス感染症の影響から、生活 

費等の負担増加が考えられるため、ひとり親世帯等の実態 

やニーズに即した支援の充実・強化が引き続き必要です。 

 こうした事情を踏まえ、以下の事項に特段のご配慮をお 

願いいたします。 

 

１ 感染症の影響が長期化した場合は、子育て世帯生活支

援特別給付金を再度支給すること 

２ 本市は独自の取組として、食事のデリバリーサービス

等を利用した場合の助成を実施しており、このような取

組に対する財政支援（補助金の創設）を行うこと 

 

 



要 望 項 目 要   望   の   要   旨 

学校ＩＣＴ環境の

推進・維持に係る

財源の確保 

「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向け、学校ＩＣＴ環 

境の整備が急速に進みました。 

これに伴い、５年後に到来する１人１台端末の更新時に 

は、莫大な費用が必要となります。 

更に、今回整備した１人1台端末は、家庭学習や臨時休 

業時のオンライン授業にも非常に役に立つものですが、家

庭において通信環境が必要となり、通信環境がない家庭に

対する環境整備や通信料などの費用は、自治体側にとって

大きな財政負担となります。 

こうした事情を踏まえ、以下の事項に特段のご配慮をお 

願いいたします。 

 

１ 児童生徒１人１台端末の更新時に必要となる費用につ

いては、その全額を国の財政措置により対応すること 

２ 通信環境がない家庭に対する環境整備について、国の

財政支援によって対応すること 

３ 要保護世帯では生活保護費に算定されている通信料に

ついて、就学援助家庭への対応についても国の財政支援

の対象とすること 

 

 

以上、新型コロナウイルス感染症対策につきまして、特

段のご配慮を賜りますようお願いいたします。 

 



要 望 項 目 要   望   の   要   旨 

２ 

北九州空港の機能

拡充・活性化に向

けた支援 

 

北九州空港の機能拡充を通じて国内国際の航空ネットワ 

ークの形成・充実を図ることは、ものづくり産業の集積が

進む北部九州圏の経済活性化のために必要不可欠であり、

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により減衰した

我が国の経済回復に寄与するとともに、国の「経済財政運

営と改革の基本方針」等に盛り込まれた施策の実現に資す

るものと考えています。 

北九州空港の滑走路延長は、当空港が目指す「九州・西 

中国の物流拠点空港」の実現に向けた大きな一歩となりま

す。 

現在、新規事業採択時評価に向け、必要な手続きを着実 

に進めていただいており、早期事業化に向けたご支援に深

く感謝申し上げます。 

本市においても、この事業がもたらす効果を最大限発揮 

するため、航空貨物の集貨促進や上屋の整備に全力で取り

組んでいるところです。実際に、コロナ禍により旅客数が

大幅に落ち込んでいる中においても、国際貨物取扱量は好

調に推移しており、令和2年度は前年度の約2.5倍となる、

過去最高の約1万4千トンを記録しました。急伸する貨物需

要を受け止めるべく、本市では、県などと連携し、集貨や

貨物便の誘致に加え、国際貨物上屋の増設に着手してお

り、令和4年度の供用を予定しています。 

このような取組みによって、今年度の国際貨物取扱量は 

増加傾向で推移しており、大韓航空による貨物定期便が11

月から週4便に増便されました。 

こうした事情を踏まえ、北九州空港の機能拡充、利用促 

進について、以下の事項に特段のご配慮をお願いいたしま

す。 

 

１ 滑走路3,000m化の早期供用に向けた協力 

２ 物流拠点機能の向上及び航空機産業の発展に向けた 

協力 

３ 新門司沖土砂処分場（3工区）の活用に向けた協力 

４ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた航空業界 

への支援 

 

 




